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Ⅰ．はじめに

近年，障害のある個人のQOL（Quality of Life）に留まら
ず，家族の役割や家族生活が機能しているかといった度合
いを検討し，新たな家族全員のニーズや家族単位の強さを
見出すことを目的とした家族全体のQOL(Family Quality
of Life；FQOL)が注目されている１）。FQOLは，家族全員
のニーズが満たされ，家族が一緒に時間を楽しんだ時，彼
らが彼らにとって価値のある活動に参加できる時に達成
されたとみなされる１）。Samuel, Rillotta and Brown２）は，
FQOLの意義を次のように説明する。障害児者の主要な生
活環境は家庭にある。家族は，家庭において障害児者への
支援を提供し，彼らの人生に関する重要な意思決定の役割
を担う。結果，障害児者の主要な支援者として行動する家
族の役割が高まる。FQOLに寄与あるいは低下させる家族
生活の側面を決定し，FQOLを強化するために家族生活を
どのように改善するかを分析することにより，家族の役割
や家族生活が機能するかといった度合いを検討できる２）

（p.p. 2）。
障害児者や家族のどのような要素がFQOLの予測変数

になるかを検討した研究がさかんに行われている３）。先行
研究では，障害児者のプロフィール〔障害種４），障害の程
度５）〕や家族の属性〔収入６），宗教への信仰７）〕がFQOL
の予測変数になることが明らかになってきている。

さらにFQOLの重要な予測変数の1つに，パートナーシ
ップが挙げられる。パートナーシップは，家族と専門家間

の相互支援的な相互作用で，コンピテンス，責任，対等，
ポジティブなコミュニケーション，尊敬，および信頼の特
徴をもつ８）。パートナーシップの1つと考えられている協
働的アプローチ９）や早期介入サービス10），Home and
Community-Based Service11）がFQOLの予測変数になるこ
とが示されている。

ところで，文部科学省12）は，障害のある子供の教育を充
実させるために，教師と家族の連携・協働を積極的に行う
ことや信頼関係の構築の重要性を指摘する。本研究におい
て，パートナーシップの「家族と専門家間の相互支援的な
相互作用」を連携・協働と同義で用いると，我が国の教育
においてもパートナーシップの重要性を指摘していると
捉えることができる。教育現場において障害のある子供の
保護者と関わりの多い特別支援学級担任とのパートナー
シップに関する研究として，岡本・諏訪13）がある。岡本・
諏訪13）は，特別支援学級に在籍する子供の保護者にパート
ナーシップに関する質問紙調査を実施した。結果から，障
害のある子供の保護者とのパートナーシップを構築する
ために，子供の教育的ニーズに応じた研修や，保護者との
協働を促す研修，校内外の連携を充実させることが必要で
あることを指摘した。しかし，特別支援学級担任による保
護者への支援内容がFQOLの予測変数になりうるかは明
らかにされていない。FQOLの予測変数になる支援内容が
提示されれば，障害のある子供を含む家族に対して提供す
る支援内容を提示できると考えられる。

以上から，本研究では特別支援学級に在籍する子供の保
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本研究では，特別支援学級に在籍する子供の保護者のFQOLに寄与する担任による支援内容を検討した。親
の会対象の質問紙調査を実施した。調査期間は，2020年12月から2か月間とした。質問紙は，パートナーシップ，
FQOLに関する内容であった。分析対象数は，166名であった。回答者は，自閉症児の母親が多い傾向にあった。
因子分析の結果，「家族受容と共感的支援姿勢」「障害特性の適切な説明」「家族との連携・協働の促進行動」
「子供の指導・支援に関する専門性」の4因子が抽出された。また相関分析の結果，FQOL，障害関連サービス，
精神的健康間に相関が見られた。結果から，特別支援学級担任による4因子が，FQOLおよび小領域の上記2つ
と相関関係が示唆された。課題として，複数回答者ならびに，FQOLに寄与する特別支援学級担任と保護者の
パートナーシップを促す研究の蓄積，担任教師の属性による支援内容の差の有無，家族構成がFQOLに与える
影響の検討が挙げられた。
（キーワード）特別支援学級、FQOL（Family Quality of Life）、パートナーシップ
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護者のFQOLに寄与する担任による支援内容を検討する
ことを目的とした。

Ⅱ．方法

１．調査対象者
A市特別支援学級親の会会員377名を，調査協力者とし

た。
２．調査期間

2020年12月～2021月1月の2か月間とした。
３．調査手続き

研究説明書，研究同意欄を付した質問紙，回収用の密封
封筒を，A市特別支援学級親の会会長に送付した。その後，
A市特別支援学級親の会会長からA市内の学校を通じて特
別支援学級親の会会員に質問紙を配布してもらった。後
日，調査協力者が厳封したものを調査実施者に郵送するこ
とにより回収した。なお，回答の有無に関わらず，すべて
の調査協力者に質問紙を厳封し郵送にて返信を求めた。
４．倫理的配慮

本研究は，調査実施者の所属機関における倫理審査を受
けた（承認番号244）。質問紙への回答は無記名であり，調
査協力は任意であること，研究調査以外では使用しないこ
と，プライバシーが保護されること，調査を拒否すること
で不利益を被ることは一切ないことを紙面上に明記した。
併せて，調査実施の際に問題が生じた場合の必要な連絡先
として，調査実施者の所属，連絡先を明記した。なお，研
究同意については研究同意欄への✓点でのサインを求め
た。 
５．分析対象とした調査内容

（１）フェイスシート：調査回答者に対し，性別と年齢，
家族構成を尋ねた。また特別支援学級に在籍する子供に対
し，性別，年齢，学年，障害種〔自閉スペクトラム症（以
下，ASD），知的障害を伴うASD，知的障害，ADHD，LD，
その他〕，子供のきょうだいの有無，きょうだいの障害の
有無，放課後に利用する福祉サービス等の有無を尋ねた。

（２）パートナーシップに関する質問紙：質問項目は，
古川・宮寺14），坂本・西・緒方15）を基に作成した30項目で
構成された。これらの質問項目は，Summers et al. 8）の定
義するパートナーシップの内容を含むと考えたためであ
った。30項目に対して，古川・宮寺14）と同様に，実施度を
尋ね，「いつも行っている」「どちらかと言うと行ってい
る」「どちらかと言うと行っていない」「あまり行ってい
ない」の4段階で回答を求めた。

（３）FQOLに関する質問紙：本研究で用いた質問紙
（表1）は，日本版FQOL Scale16）の一部の文言ならびに尺
度（「よくある」から「全くない」の5段階評価）を改訂し
たものであった。FQOLは，全25の質問項目で構成され，そ
れぞれの問いに対し，「非常に不満」から「非常に満足」ま

での5段階評価で回答を求める質問紙である。またFQOL
は，家族相互関連（F：6項目），子育て（P：6項目），精
神的健康（E：5項目），身体的・物的健康（PM：4項目），
障害関連サービス（DS：4項目）の5つの小領域に分けられ
ている（小領域の日本語訳は，小林16）による）。小林16）は，
米国のカンサス大学にあるBEACH Centerの研究チーム
が開発したFamily Quality of Life Scaleを基に日本語版に
開発した。なお，質問紙の文言ならびに尺度を改訂した理
由は，本研究開始前にA市特別支援学級親の会会員や調査
実施者の前所属機関における倫理審査で，回答のしやすさ
の観点から指摘があったためであった。 
６．分析方法

30項目に対する分析には，統計ソフトSPSS Statistics 27
を用いた。

Ⅲ．結果

１．分析対象家族の属性
回収は174名（回収率46.2%）からされたが，無回答ある

いは研究同意欄のサインがない8名分を除外し166名（有効
回答率44.0%）を分析対象とした。表2に，子供ならびに回
答者の属性を示した。小学生は128名，中学生は38名であっ
た。小学生の学年は，5年が最も多く（30名：23.4%），２
年が最も少ない傾向（15名：11.7%）にあった。中学生の学
年は，1年が最も多い傾向にあった（16名：42.1%）。性別
は男性が77.1%（128名），障害タイプはASD（78名：47.0%），
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表１. 本研究で用いたFQOLの質問項目
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知的障害を伴うASD（47名：28.3%）であった。放課後サー
ビスは，66.3％（110名）が利用していた。

回答者はほとんどが母親（163名：98.2%）であり，年齢
段階は40代（106名：63.9%）が高い傾向にあった。家族構
成は，親は両親が，86.1%（143家族），複数の子供（121名：
72.9%）が多く，祖父母のいずれか（10.8～14.5%）と同居す
る割合が低い傾向が見られた。　
２．パートナーシップに関する質問紙

パートナーシップに関する質問30項目それぞれについ
て，選択肢1～4を変数として扱い，その平均値を算出した
（最小値1，最大値4）。表3は，平均値の高い順に並べ替え
た上で結果を示したものである。平均値が3以上の項目数
は，12項目であった。30項目のうち平均値が高かった項目
は，保護者に対する肯定的な姿勢や伝え方，保護者と一緒
に子供を教育する姿勢等，保護者との関わり方に関する項

目であった。一方，平均値が低かった項目は，教育課程や
子供の指導・支援に関する専門性（項目22），対象児のき
ょうだいに関すること（項目28，29），話し合いに父親を
交えた機会を設定することであった（項目30）。
３．対象家族のFQOL

対象家族のFQOLおよび小領域それぞれを構成する項
目の平均値（選択肢1～5を変数として扱い，変数の合計を
項目数で割った値）を算出した（最小値1，最大値5）。対
象家族のFQOLの平均値，標準偏差，構成項目群の内的一
貫性（クロンバックα係数）を示したものが表4である。
FQOLの平均値，クロンバックα係数は，それぞれ3.82（範
囲：1.68-5.00），0.96であった。小領域の平均値は，3.57（DS）
から3.96（F）の範囲にあった。またクロンバックα係数は，
0.73から0.91の範囲にあった。いずれも内的一貫性が確認
された。
４．因子分析

パートナーシップに関する30項目に対する因子分析（最
尤法，プロマックス回転）の結果を示したものが表5であ
る。因子負荷量0.4以上を採用したところ，7項目が除外さ
れ，4因子が抽出された。しかし，因子負荷量が0.36ながら，
内容面から因子Ⅳに含めることが妥当と判断された項目
23を採用することとした。因子Ⅰは，「家族が行った対応
を認める」「子育てに対する敬意を払う」など受容や共感
に関する内容を意味する項目（12項目）から構成されるこ
とから，「家族受容と共感的支援姿勢」と命名した。因子
Ⅱは，「障害特性をわかりやすい言葉，肯定的な表現で伝
える」「家族に子供の障害特性を正しく認識できるように
説明する」など障害特性の説明に関する内容を意味する項
目（3項目）から構成されることから，「障害特性の適切な
説明」と命名した。因子Ⅲは，「連絡帳などで家族と連絡
を取り合う」「家族と話し合う機会を多く持つ」など家族
との連携・協働の促進に関する内容を意味する項目（4項
目）から構成されることから，「家族との連携・協働の促
進行動」と命名した。因子Ⅳは，「子供に身に付いた力，次
の課題を説明する」「家族に教育課程，年度計画の説明を
する」など子供の指導・支援についての専門性に関する内
容を意味する項目（5項目）から構成されることから，「子
供の指導・支援に関する専門性」と命名した。

因子Ⅰを構成する項目の平均値と標準偏差は，3.08と
0.76であった。クロンバックα係数は0.96であり，内的一貫
性が確認された。因子Ⅱの平均値，標準偏差，クロンバッ
クα係数はそれぞれ2.10，0.86，0.76，因子Ⅲは，2.81，0.88，
0.82，因子Ⅳは，2.81，0.88，0.89であり，内的一貫性が確認
された。
５．相関分析

表6に，パートナーシップとFQOLの相関分析の結果を
示した。①FQOL，各小領域との間に相関が見られた。Fと
DSが弱い相関である以外は，中程度ないしは高い相関が
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表２. 障害のある子供と回答者のプロフィール
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表３. パートナーシップに関する質問紙調査結果



見られた。②パートナーシップにおける4因子間において，
すべての因子間で中程度なしは高い相関が見られた。③パ
ートナーシップとFQOLの相関関係について，FQOLは因
子Ⅰおよび因子Ⅳとの間に中程度の相関が見られた。Fは
因子Ⅰ，因子Ⅳとの間に弱い相関が見られた。Pは，因子Ⅲ
以外の3因子との間に弱い相関が見られた。Eは，すべての
因子との間に弱い相関が見られた。PMは，因子Ⅱ以外の3
因子との間に弱い相関が見られた。DSは，すべての因子と

の間に中程度の相関が見られた。
６．FQOLおよび小領域を従属変数，4因子等を独立変数と
する重回帰分析

FQOLおよび小領域に影響を及ぼす要因を明らかにす
るために重回帰分析を行った。重回帰分析に先立ち，特別
支援学級に在籍する障害のある子供の属性（①在籍校種，
②性別，③障害種，④きょうだいの有無，⑤きょうだいの
障害の有無，⑥放課後サービスの有無）別の分析（平均値
比較）を行ったところ，有意な差が認められなかった。よ
って，4因子のみを独立変数として設定することとした。

表7に，重回帰分析結果を示した。すべての従属変数にお
いて，決定係数は必ずしも高くないものの，係数の有意な
差が認められることから，分析結果を採用することとし
た。FQOLについて，因子Ⅰが有意な正の影響（p<0.05）を
及ぼした。Fについて，有意な影響を及ぼす因子は見られな
かった。Pについて，因子Ⅰは有意な正の影響（p<0.1），因
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表５. パートナーシップに関する質問項目に対する因子分析結果

表６. ４因子とFQOLの相関分析結果

表４. FQOLおよび小領域の記述統計



子Ⅲは有意な負の影響（p<0.05）を及ぼした。Mについて，
因子Ⅱは有意な正の影響（p<0.1）を及ぼした。PMについ
て，因子Ⅳ（p<0.05），因子Ⅰ（p<0.1）が有意な正の影響
を及ぼした。DSについて，因子Ⅰが有意な正の影響
（p<0.001）を及ぼした。

なお，全モデルにおいて，VIF＜10.0，許容度＞0.1と多重
共線性は認められなかった。

Ⅳ．考察

本研究では，特別支援学級に在籍する子供の保護者の
FQOLに寄与する担任による支援内容を検討した結果，特
別支援学級担任による保護者への支援内容（4因子）と
FQOLならびに小領域のDSおよびEとの相関関係が見ら
れた。
１．4因子とFQOLの相関関係

表6より，因子Ⅰおよび因子Ⅳ，因子Ⅱおよび因子Ⅲは，
FQOLとそれぞれ中程度，低い相関関係にあることが示さ
れた。また因子Ⅰから因子Ⅳまでの4因子は，それぞれ高い
相関関係（ただし，因子Ⅱと因子Ⅲ間は中程度の相関関係）
を示した。因子Ⅰおよび因子Ⅲは，保護者と関わる際の姿
勢に関する内容を主に示していると考えられる。また，因
子Ⅱおよび因子Ⅳは，子供の障害特性や指導・支援に関す
る内容を主に示していると考えられる。一見すると主に保
護者（因子Ⅰおよび因子Ⅲ），子供（因子Ⅱおよび因子Ⅳ）
と異なる対象への支援内容を示しているが，各因子は相関
関係を示していることから，いずれの支援内容も保護者と
のパートナーシップを構築するうえで不可欠であること
が指摘できる。つまり，因子Ⅰから因子Ⅳまでの4因子は，
特別支援学級に在籍する子供をもつ保護者のFQOLの予
測変数として寄与することが示唆された。岡本・諏訪13）は，
パートナーシップ構築に向け，特別支援学級に在籍する子
供をもつ保護者は，因子Ⅰおよび因子Ⅳに含まれる複数の
項目の重要度を高く評価していたことを報告した。本研究
結果より，この2つの因子はFQOLに寄与する上でも必要
な支援内容であることが指摘できた。

4因子と小領域の関係について，表6よりすべての因子は
DSと中程度の相関関係を示した。この結果から，特別支援
学級担任による保護者と関わる際の姿勢に関する内容や，
子供の障害特性や指導・支援に関する内容は，子供の学校
や家庭で目標を達成するための支援（表1の質問項目16，
18），友達作りのための支援（同19）や家族にサービスや支
援を提供する関係者との良好な関係づくりのための支援
（同25）に寄与していることが示唆された。教師と保護者
の連携・協働については，その重要性が指摘12）されるにと
どまっていたことから，教師の保護者に対するどのような
支援内容が障害のある子供や保護者の何に寄与するかま
で言及できた点において新たな知見が得られたことが指
摘できる。

また，表6よりすべての因子とEの間の弱い相関関係が見
られた。つまり，特別支援学級担任による因子Ⅰから因子
Ⅳまでの保護者への支援内容が，Eに関する保護者の満足
度に寄与したと考えられる。本研究では，小林16）の文言を
一部変更しているので比較には十分慎重にしなければな
らないが，FQOLの平均値（M=3.96）は，先行研究とほと
んど変わらなかった〔13歳～21歳の知的障害児あるいは自
閉症児の家族（M=3.99）７），知的障害を伴う自閉症児の家
族（M=3.84）17），0歳～5歳の早期介入サービスを受ける子
供の家族（M=3.99）18），M=3.74１）と比べ，差は0.2未満〕。
それに対し，多くの先行研究のEの平均値〔M=3.41７），
M=3.3017），M=3.4318）〕がそれぞれの研究で最も値の高い小
領域の平均値0.78～0.97の差に比べ，本研究におけるEと最
も値の高いFの平均値との差は，わずか0.28であった。

このように先行研究と異なり，Eが低く評価されなかっ
た要因として，回答者全員が親の会に所属していたことが
考えられる。発達障害児の保護者にとって親の会は，我が
子の困っていることや悲しいこと等を吐き出せる場所19）で
あり，気分転換になる場所20）であると報告されている。こ
のことから，障害児をもつ保護者にとって親の会は，「家
族のストレスを和らげるのに必要な支援（表1の質問項目
15）」「家族が自分の好きなことを楽しむ時間を持つこと
（同12）」の場になっていると考えられる。さらに，親の
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表７. FQOL，小領域を従属変数，4因子を独立変数とした重回帰分析



会に所属することによって，「親の会で互いに関わり合う
ことによってサポートしあう仲間になれる」21）と報告され
ている。このことから，親の会所属に伴い，「友達や支援
をしてくれる人がいること（同10）」に高評価をする回答
者が存在する可能性が考えられる。これらのことから，親
の会所属に伴い，Eと親の会に関連した質問項目（同10，12，
15）に対して高評価をした回答者の存在が考えられた。

以上から，本研究においては，特別支援学級担任による
4因子が特別支援学級に在籍する子供の家族のFQOLに寄
与することが示唆された。さらに，小領域であるDSおよび
EがFQOLと中程度ないし弱い相関関係にあることが示唆
された。
２．今後の課題

今後の課題を，以下に4点示した。1点目は，複数回答者
の研究の蓄積である。本研究の結果は，回答者のほとんど
は母親1名であることを指摘したBoehm and Carter17）の結
果を支持した。しかしながら，専門家とのパートナーシッ
プによるFQOLに与える父親と母親の影響は類似する場
合３）22）だけでなく，異なる場合９）も想定される。したがっ
て，今後は，Boehm and Carter17）(p. 111)やGardiner and
Iarocci23）も指摘しているように，母親1名だけでなく，父親
(配偶者)，障害児や家族の他の子供を含む複数による
FQOLの測定を行った研究が望まれる。

2点目は，担任教師の属性による支援内容の差の有無の
検討である。本研究では，対象児の担任の属性に関する情
報は尋ねていなかった。古川・宮寺14）は，特別支援学校教
員による自閉症児の家族への支援内容を検討した。結果，
教員の教員歴，特別支援教員歴や所属学部によって，家族
への支援内容が異なることが示された。文部科学省24）や国
立特別支援教育総合研究所25）は，特別支援学級担任は経験
年数が浅く，特別支援学校教諭免許状取得率が低いことを
指摘している。本研究結果から4因子がFQOLに寄与する
ことが示唆されたが，今後は特別支援学級担任の属性（例
えば，教員経験年数や特別支援学校教員免許状の有無等）
がFQOLとの相関関係の有無を検討する必要があると考
えられる。　

3点目は，FQOLに寄与する特別支援学級担任と保護者
のパートナーシップを促す実践研究の蓄積である。近年，
我が国において学校，家庭と研究者の3者で対象児の標的
行動を共有し，問題解決を図った研究が見られるようにな
ってきている26）。しかし先行研究の評価指標は，行動問題
ならびに対象者への支援実行者である学校や家庭による
社会的妥当性に留まり，FQOLの測定には至っていない。
今後は，特別支援学級担任によるどのような支援内容が
FQOLに寄与するかを，実践研究により分析する必要があ
るだろう。

4点目は，家族構成がFQOLに与える影響の検討である。
早期介入サービスを受ける子供の家族におけるFQOLの

平均値の範囲（平均値の最小-最大）は，3.48-5.00（FQOLの
平均値は4.40）10）であったのに対し，本研究では，1.68-5.00
の結果となった。このことから本研究では，Epley et al. 10）

に比べ，FQOLを低く評価する家族の存在が示された。上
記の考察1ではＥの平均値は先行研究に比べ高くなった要
因の1つに親の会の存在を挙げたが，李・八重樫27）は親の会
に所属していても，ひとり親家族は核家族に比べ子供の障
害受容や理解が低く，日々の生活の中での出来事や子供の
行動に対する疑問や気持ちの置き場がないことを指摘し
た。本研究ではFQOL回答者がひとり親家族か否かと
FQOLの関係は分析していないので家族形態に関する言
及はできないが，今後，FQOL評価の高低の要因を分析す
る必要があるだろう。
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